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役員のための財務税務会社法ニュース

太陽 ASG マネジメントリポート

今回のテーマ： 特別清算

会社が解散しますと、通常の清算手続（債権の取立て・財産の処分・債務の弁済、残余財産を株主に
分配）に入りますが、債務超過の疑いなどがある場合には、特別清算（手続）となります。

特別清算の流れ

特別清算は、通常の清算とは異なり、裁判所の監督下で行われる法的清算手続きであるため、財産の
処分、債務の弁済等については一定の制限があります。

お見逃しなく！

1. 特別清算にかかる債権者の税務上の取扱い

・開始申立があった段階で、債権金額の 1/2 を損金に算入できます（引当金経理）。

・協定認可の決定があった段階で、切捨てられることとなった債権の金額を損金に算入します。

2. 特別清算の開始命令以降、協定・和解の見込みがないとき等は、裁判所の職権により、破産手続が
開始される可能性があります。

3. 債務超過の会社であっても、第三者に債権者がいない場合などは、特別清算ではなく、通常の清算
によることもあります（債権者の債権放棄等により残余財産は 0 円とします）。

株主総会特別決議
による解散

清算事務は清算人（取締役または総会で選任された者）がおこないます。

・債権申出催告 会社債権者に対する債権申出の旨の官報公告・個別催告

開始申立 清算人は、債務超過の疑いなどがあるときは、本店の所轄地方裁判所に対して、
特別清算開始の申立を行います。債権者や株主も、申立ができます。

・手続費用の予納 東京地裁では和解型で 1万円、協定型で 5 万円前後です。

・財産の保全 ・財産の散逸防止のために、通常、開始申立と同時に保全処分（財産の処分禁
止・債務の弁済禁止等）を申し立てます。
・保全処分の決定があった場合、財産の処分・債務の弁済をする際に裁判所の
許可が必要となります。

開始命令 手続費用の予納、債務超過であること等が確認されると開始命令が下ります。

・裁判所の監督調査 解散決議した日の財産目録・貸借対照表等や月間報告書（貸借対照表、収支計
算書等）の提出

・行為の制限 つぎの行為については、裁判所の許可が必要です。
財産の処分、借財、権利の放棄、事業譲渡、債務の弁済等

債権者集会の決議 ・債務弁済方法には、協定による方法と和解による方法があります。
・協定による方法とは、清算人が作成した協定（債務の弁済・免除方法）につ
いて、多数決により画一的解決を図る方法です。
・和解型とは，協定に代わるものとして債権者全員との個別和解により清算を
行うことをいいます。債権者が少ない場合、この方法が選択されます。

協定認可の申立・和解契約許可申立

認可・許可決定 協定、契約の効力が発生します。

・協定・契約の履行 ・協定、契約に従い、債務の弁済を行います。
・財産を処分してもなお債務超過の場合は、債務免除益を計上し資産負債を 0
円にします。終結決定
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